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療養病床の在り方等に関する検討会 

【開催日】 

第1回 27.7.10 

第2回 27.9.9 

第3回 27.10.9 

第4回 27.10.23 

第5回 27.11.27（予定） 

 
【今後のスケジュール（予定）】 
・月に１～２回程度開催し、年内を目途に検
討会としての報告をとりまとめ 

・年明け以降、検討会の報告を踏まえ、社会
保障審議会の医療部会、介護保険部会等に
おいて、制度改正に向けた議論を開始 

【構成員】 

池端 幸彦 医療法人池慶会理事長・池端病院院長 

井上 由起子 日本社会事業大学専門職大学院教授 

猪熊 律子 読売新聞東京本社社会保障部部長 

遠藤 久夫 学習院大学経済学部教授 

尾形 裕也 東京大学政策ビジョン研究センター特任教授 

折茂 賢一郎 中之条町介護老人保健施設六合つつじ荘センター長 

嶋森 好子 慶應義塾大学元教授 

鈴木 邦彦 日本医師会常任理事 

瀬戸 雅嗣 社会福祉法人栄和会理事・総合施設長 

田中 滋  慶應義塾大学名誉教授 

土屋 繁之 医療法人慈繁会理事長 

土居 丈朗 慶応義塾大学経済学部教授 

東  秀樹 医療法人静光園理事長・白川病院院長 

松田 晋哉 産業医科大学医学部教授 

松本 隆利 社会医療法人財団新和会理事長 

武藤 正樹 国際医療福祉大学大学院教授 

【目的】 
○ 本年３月に定められた地域医療構想ガイドラインでは、慢性期の病床機能及び在宅医療等の医療需要を一体
として捉えて推計するとともに、療養病床の入院受療率の地域差解消を目指すこととなった。 

○ 地域医療構想の実現のためには、在宅医療等で対応する者について、医療・介護サービス提供体制の対応の
方針を早期に示すことが求められている。 

○ 一方、介護療養病床については、平成29年度末で廃止が予定されているが、医療ニーズの高い入所者の割合
が増加してくる中で、今後、これらの方々を介護ニーズの中でどのように受け止めていくのか等が課題となっ
ている。 

○ このため、慢性期の医療ニーズに対応する今度の医療・介護サービス提供体制について、療養病床の在り方
をはじめ、具体的な改革の選択肢の整理等を行うため、本検討会を開催する。 

【検討事項】 

(1) 介護療養病床を含む療養病床の今後の在り方 

(2) 慢性期の医療・介護ニーズに対応するための(1)以外の医療・介護サービス提供体制の在り方 

H27.7.10 第１回療養病床の在り方等に関する検討会 資料より 
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第４回までの議論について 

第４回（H27.10.13）資料より抜粋 
 

● 20対1の医療の必要性の高い患者 

 →急性期の受け皿機能や在宅復帰機能は重要であり、維持することが必要ではにないか 
 

● それ以外の患者については地域差に配慮 

 →長期療養及び一定の医療処置を実施する機能を今後も確保していく必要があるのではないか 
 

● 現状の療養病床の施設・設備を活用しながら新たな選択肢に求められる基本的な条件についてどう考えるか 
 

「利用者の視点」と「実現可能性の視点」 

 ◯ 費用負担等 

 ◯ 既存施設の有効活用等 

 
「医療」「介護」「住まい」の組み合わせ 

 （例示） 

 ◯ 医療機能を備えた新たな類型 

 ◯ 住まいに医療・介護を外付けという形 

 ◯ 人員配置等の柔軟な対応 

H28.1以降、社会保障審議会で議論 

年内に検討終了、とりまとめ報告 

H29年度制度改正 

＜今後の予想＞ 
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H28年度診療報酬改訂への動き 
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日本慢性期医療協会 医療施設・介護施設の利用者に関する横断調査 

 集計結果より 
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